
関税定率法等の一部を改正する法律案要綱

最近における内外の経済情勢の変化に対応する等の見地から、次により、

関税率等について所要の改正を行うとともに、税関における水際取締りの充

実及び強化等を図るための所要の改正を行うこととする。

１ 個別品目の関税率等の改正

石油製品、製品アルコール等の関税率の引下げ等を行うこととする。（

関税定率法別表、関税暫定措置法第６条、第７条及び別表第１並びに附則

第４条関係）

２ 暫定関税率等の適用期限の延長等

⑴ 平成１８年３月３１日に適用期限が到来する暫定関税率について、そ

の適用期限を１年延長する等所要の改正を行うこととする。（関税暫定

措置法第２条、別表第１及び別表第１の３関係）

⑵ 平成１８年３月３１日に適用期限が到来する農産品に係る特別緊急関

税制度及び牛肉又は豚肉等に係る関税の緊急措置について、これらの適

用期限を１年延長することとする。ただし、牛肉に係る関税の緊急措置

については、発動基準数量を算出する際の基礎となる輸入数量を、原則

として平成１４年度と平成１５年度の輸入実績の平均とする。（関税暫

定措置法第７条の３～第７条の６、別表第１の３の２、別表第１の６及

び第１の８関係）

３ 関税率表の品目分類に関する調整

「商品の名称及び分類についての統一システムに関する国際条約」に定

める品目表が改正されること等に伴い、関税率表の品目分類に関する所要

の調整を行うこととする。（関税定率法別表並びに関税暫定措置法第７条

の３、別表第１、別表第１の３、別表第１の６、別表第１の７及び別表第

２～５関係）



４ 税関における水際取締りの強化及び通関手続の迅速化

⑴ 外国貿易船等の積荷、旅客等に関する事項の入港前の報告を義務化す

ることとする。（関税法第１５条、第１５条の２、第１６条、第１７条

、第１８条、第１８条の２、第２０条、第２０条の２、第１１４条及び

第１１５条関係）

⑵ 生物テロに使用されるおそれのある病原体等及び偽造クレジットカー

ド等の原料となるべきカードを輸入してはならない貨物に追加すること

とする。（関税定率法第２１条及び関税法第６９条の１１関係）

⑶ 麻薬類等及び児童ポルノについて輸出してはならないこととする制度

を導入することとする。（関税法第６９条の２及び第１０８条の４関係

）

５ 知的財産侵害物品に係る水際取締りの充実及び強化

⑴ 差止申立て及び認定手続において有識者の意見を聴く仕組み等を導入

することとする。（関税定率法第２１条の２の２及び第２１条の４の３

並びに関税法第６９条の１４、第６９条の１９、第６９条の２１、第９

１条、第９３条及び第１１３条の４関係）

⑵ 知的財産侵害物品の輸出取締りの仕組みを導入することとする。（関

税法第６９条の２～第６９条の１０及び第１０８条の４関係）

６ 無申告加算税についての割合の見直し等

無申告加算税についてその割合の見直し等を行うとともに、税関長間の

関税の徴収の引継ぎを可能とすることとする。（関税法第１０条の２及び

第１２条の３並びに附則第３条関係）

７ 日・マレーシア経済連携協定の締結に伴う規定の整備

経済上の連携に関する日本国政府とマレーシア政府との間の協定に基づ

く関税の緊急措置及び関税割当制度を導入することとする。（関税暫定措

置法第７条の１０及び第８条の８関係）

８ その他

その他所要の規定の整備を行うこととする。

９ 施行期日

この法律は、別段の定めがある場合を除き、平成１８年４月１日から施

行することとする。


